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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第48期 

第２四半期 
連結累計期間 

第49期 
第２四半期 
連結累計期間 

第48期 

会計期間 
自平成26年10月１日 
至平成27年３月31日 

自平成27年10月１日 
至平成28年３月31日 

自平成26年10月１日 
至平成27年９月30日 

売上高 （千円） 4,515,218 3,915,957 8,964,944 

経常利益 （千円） 149,484 105,868 185,625 

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益 
（千円） 121,761 174,283 125,816 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 124,097 172,291 90,711 

純資産額 （千円） 2,379,504 2,489,278 2,350,220 

総資産額 （千円） 6,001,742 5,653,217 5,504,552 

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 48.28 68.55 49.69 

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額 
（円） 47.97 68.27 49.40 

自己資本比率 （％） 39.3 43.8 42.5 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 170,354 16,638 535,245 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 339,228 △99,257 284,191 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △851,483 17,231 △1,351,437 

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高 
（千円） 829,546 567,727 639,608 

 

回次
第48期

第２四半期
連結会計期間

第49期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成27年１月１日
至平成27年３月31日

自平成28年１月１日
至平成28年３月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 38.09 50.32 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号  平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、各セグメントに係る主要な関係会社の異動は、次のとおりです。

（貴金属事業）

平成28年２月４日付でSOLAR APPLIED MATERIALS TECHNOLOGY CORP.との共同出資により設立いたしました株式会社

ＡＳＡＫＡ ＳＯＬＡＲを、当第２四半期連結会計期間より連結子会社としております。

（環境事業）

主要な関係会社の異動はありません。

（その他）

主要な関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。 

 

（1）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、政府および日銀による経済・金融政策を背景に、企業収益の改善

や設備投資の増加が見られ、景気は緩やかな回復基調が続きました。一方、世界経済の成長減速や地政学的リス

クの高まりなどの影響により、先行きについては不透明な状況で推移しました。

当社の主要顧客の属する電子部品・デバイス工業分野においては、スマートフォンや自動車向けの需要により

堅調な生産動向となっております。しかしながら、中国の景気減速の影響等から、一時的な減産の動きもあり、

貴金属事業において、当第２四半期連結会計期間の日本国内での集荷が減少いたしました。

また、主力製品である金の価格は、米国の金融緩和縮小の影響により、ドルベースでの価格は下落傾向にあり

ましたが、当期間においては底堅く推移しました。

このような環境の中、当社グループでは、いわき工場における、レアメタル・レアアースリサイクル事業及び

マレーシア子会社での貴金属事業の立ち上げに取り組んでまいりました。いわき工場においては、これまで研究

開発の機能が中心でしたが、１月に製品を初出荷し、工場としての操業を開始しました。マレーシア子会社にお

いては、従前のスクラップの転売から、貴金属等の回収へと事業転換が進み、収支が改善しております。また、

既存事業についても、製造工程の自動化等によるさらなる効率化やコスト削減に注力し、グループ全体として、

企業体質の強化に取り組んでまいりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間においては、貴金属の販売価格が前年同期を下回り、受託加工取引の割

合が増えたことにより製品の販売数量が減少したことから、売上高は、3,915,957千円（前年同四半期比13.3％

減）となりました。利益面では、マレーシア子会社での収支改善が進んでいるものの、環境事業において銅の販

売価格が下落し、製品の販売数量も減少したことによって、営業利益は、115,342千円（前年同四半期比20.6％

減）、経常利益は、105,868千円（前年同四半期比29.2％減）となりました。また、当第２四半期連結会計期間

に、福島県いわき市より「工場等立地奨励金」を受領することが確定し、補助金収入104,200千円を特別利益とし

て計上したことにより、親会社株主に帰属する四半期純利益は、174,283千円（前年同四半期比43.1％増）となり

ました。

 

各セグメントの業績は、次のとおりです。なお、各セグメントの金額については、セグメント間取引を含んで

おります。

（貴金属事業） 

当事業の主要顧客の属する電子部品・デバイス工業分野の生産は、当第２四半期連結会計期間において一時的

な減少があったものの、総じて堅調に推移しました。主力製品の金については、販売価格が前年同期の水準を下

回り、受託加工取引の割合が増加したことから、当社が販売する製品の数量も前年同期を下回りました。これに

より、売上高は、3,535,181千円（前年同四半期比13.4％減）となりました。セグメント利益は、製品販売価格が

低下したものの、製造の効率化によるコスト削減やマレーシア子会社での収支改善等によって、111,536千円（前

年同四半期比5.6％増）となりました。
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（環境事業）

当事業の主要顧客の属する電子回路基板業界の生産は、低水準にとどまっており、電子回路基板向けエッチン

グ液および銅ペレットの販売数量は、前年同期を下回りました。また、銅ペレットの販売価格も前年同期を下回

り、前期発生した商品のスポット販売の反動もあり、売上高は、329,535千円（前年同四半期比17.4％減）となり

ました。セグメント損益は、売上高の減少により、15,498千円の損失（前年同四半期は40,033千円の利益）とな

りました。

（その他）

その他に含まれるシステム受託開発事業、分析事業および運輸事業の売上高は、114,762千円（前年同四半期比

15.5％増）となり、セグメント利益は、9,830千円（前年同四半期比154.5％増）となりました。

 

（2）資産、負債及び純資産の状況 

当第２四半期連結会計期間末における資産、負債及び純資産の状況は、以下のとおりであります。 

（資産の部） 

前連結会計年度末に比べて148,664千円増加し、5,653,217千円となりました。 

主な要因は、たな卸資産が72,460千円、受取手形及び売掛金が49,207千円増加したことです。 

（負債の部） 

前連結会計年度末に比べて9,607千円増加し、3,163,938千円となりました。 

主な要因は、借入金が195,549千円増加し、社債が180,000千円減少したことです。 

（純資産の部） 

前連結会計年度末に比べて139,057千円増加し、2,489,278千円となりました。 

主な要因は、利益剰余金が136,149千円増加したことです。 

 

（3）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ71,881千円減少し、

567,727千円となりました。 

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により獲得した資金は、16,638千円となりました。（前年同四半期比90.2％減） 

これは、主な収入要因として、税金等調整前四半期純利益が209,998千円あったものの、主な支出要因として、

たな卸資産の増加額が77,798千円、特別利益として計上した補助金収入が104,200千円あったことによるもので

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動に使用した資金は、99,257千円となりました。（前年同四半期は339,228千円の収入） 

これは、主な支出要因として、有形固定資産の取得による支出が117,923千円あったものの、主な収入要因とし

て、補助金の受取額が33,339千円あったことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により獲得した資金は、17,231千円となりました。（前年同四半期は851,483千円の支出） 

これは、主な収入要因として、短期借入金の純増額が303,878千円あったものの、主な支出要因として、長期借

入金の返済額が66,544千円、社債の償還が180,000千円、配当金の支払額が38,135千円あったことによるもので

す。 

 

（4）事業上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上の対処すべき課題はありません。

 

（5）研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、89,186千円であります。 

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 10,200,000

計 10,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年５月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,572,300 2,572,300

東 京 証 券 取 引 所

ＪＡＳＤＡＱ

（ ス タ ン ダ ー ド ）

単元株式数

100株

計 2,572,300 2,572,300 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年１月１日～

平成28年３月31日
－ 2,572,300 － 504,295 － 339,295
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（６）【大株主の状況】

    平成28年３月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

有限会社モラル・コーポレーション 福島県郡山市田村町金屋字マセ口47番地 711,530 27.66 

株式会社Ｍ＆Ｆ 福島県郡山市町東２丁目175番地 339,500 13.20 

株式会社常陽銀行 

（常任代理人 日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社） 

茨城県水戸市南町２丁目５番５号 

（東京都港区浜松町２丁目11番３号） 
90,000 3.50 

株式会社東邦銀行 

（常任代理人 日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社） 

福島県福島市大町３番25号 

（東京都港区浜松町２丁目11番３号） 
81,100 3.15 

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 

日本生命証券管理部内 
72,500 2.82 

第一生命保険株式会社 

（常任代理人 資産管理サービス信

託銀行株式会社） 

東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 

（東京都中央区晴海１丁目８番12号 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ

ワーＺ棟） 

50,000 1.94 

東京中小企業投資育成株式会社 東京都渋谷区渋谷３丁目29番22号 50,000 1.94 

白岩 政一 福島県西白河郡西郷村 41,000 1.59 

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 37,600 1.46 

アサカ理研社員持株会 福島県郡山市田村町金屋字マセ口47番地 24,300 0.94 

計 － 1,497,530 58.22 

（注）  上記のほか、当社保有の自己株式29,908株(発行済株式総数に対する所有割合1.16％)があります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 29,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,541,100 25,411 －

単元未満株式 普通株式 1,300 － －

発行済株式総数   2,572,300 － －

総株主の議決権 － 25,411 －

 

②【自己株式等】

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名又

は名称
所有者の住所

自己名義所有株

式数（株）

他人名義所有株

式数（株）

所有株式数の合

計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

㈱アサカ理研

福島県郡山市田

村町金屋字マセ

口47番地

29,900 － 29,900 1.16

計 － 29,900 － 29,900 1.16

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年１月１日から平

成28年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年10月１日から平成28年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年９月30日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,231,290 1,159,411 

受取手形及び売掛金 314,690 363,897 

商品及び製品 393,890 295,855 

仕掛品 206,278 350,663 

原材料及び貯蔵品 59,002 85,113 

繰延税金資産 44,684 44,103 

その他 143,010 196,943 

流動資産合計 2,392,847 2,495,988 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 2,114,556 2,089,603 

減価償却累計額 △888,734 △927,397 

建物及び構築物（純額） 1,225,821 1,162,206 

機械装置及び運搬具 2,192,904 2,273,930 

減価償却累計額 △1,845,194 △1,885,163 

機械装置及び運搬具（純額） 347,710 388,767 

土地 1,206,024 1,205,636 

リース資産 46,100 46,100 

減価償却累計額 △41,463 △43,538 

リース資産（純額） 4,636 2,561 

建設仮勘定 24,811 19,233 

その他 181,798 184,112 

減価償却累計額 △160,952 △161,377 

その他（純額） 20,846 22,734 

有形固定資産合計 2,829,850 2,801,139 

無形固定資産 23,657 22,661 

投資その他の資産    

投資有価証券 56,549 51,478 

退職給付に係る資産 78,904 94,796 

その他 122,776 187,187 

貸倒引当金 △32 △32 

投資その他の資産合計 258,197 333,428 

固定資産合計 3,111,705 3,157,229 

資産合計 5,504,552 5,653,217 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年９月30日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 135,923 157,043 

短期借入金 ※ 807,904 ※ 1,099,018 

1年内償還予定の社債 210,000 60,000 

リース債務 3,484 1,828 

未払法人税等 15,506 17,665 

賞与引当金 86,135 71,589 

その他 299,513 278,039 

流動負債合計 1,558,469 1,685,184 

固定負債    

社債 250,000 220,000 

長期借入金 ※ 943,666 ※ 848,102 

リース債務 1,045 522 

繰延税金負債 127,674 145,199 

長期未払金 223,574 214,579 

資産除去債務 49,901 50,349 

固定負債合計 1,595,862 1,478,754 

負債合計 3,154,331 3,163,938 

純資産の部    

株主資本    

資本金 504,295 504,295 

資本剰余金 351,422 351,422 

利益剰余金 1,496,169 1,632,319 

自己株式 △16,423 △16,423 

株主資本合計 2,335,463 2,471,613 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 14,813 11,572 

為替換算調整勘定 1,435 218 

退職給付に係る調整累計額 △11,486 △9,773 

その他の包括利益累計額合計 4,761 2,017 

新株予約権 3,731 3,731 

非支配株主持分 6,264 11,916 

純資産合計 2,350,220 2,489,278 

負債純資産合計 5,504,552 5,653,217 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年10月１日 

 至 平成27年３月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年10月１日 
 至 平成28年３月31日) 

売上高 4,515,218 3,915,957 

売上原価 3,753,865 3,187,577 

売上総利益 761,353 728,380 

販売費及び一般管理費 ※ 616,077 ※ 613,037 

営業利益 145,275 115,342 

営業外収益    

受取利息 14 34 

受取配当金 65 84 

受取賃貸料 4,497 4,287 

受取保険金 212 6,672 

業務受託料 － 8,506 

為替差益 17,984 － 

その他 1,993 5,308 

営業外収益合計 24,768 24,892 

営業外費用    

支払利息 16,755 12,643 

為替差損 － 17,526 

その他 3,803 4,194 

営業外費用合計 20,559 34,365 

経常利益 149,484 105,868 

特別利益    

固定資産売却益 705 － 

新株予約権戻入益 364 － 

補助金収入 22,333 104,200 

特別利益合計 23,402 104,200 

特別損失    

固定資産売却損 107 14 

固定資産除却損 1,275 55 

特別損失合計 1,383 70 

税金等調整前四半期純利益 171,503 209,998 

法人税、住民税及び事業税 6,154 13,065 

法人税等調整額 48,863 21,085 

法人税等合計 55,018 34,151 

四半期純利益 116,485 175,847 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△5,275 1,563 

親会社株主に帰属する四半期純利益 121,761 174,283 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年10月１日 

 至 平成27年３月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年10月１日 
 至 平成28年３月31日) 

四半期純利益 116,485 175,847 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 5,474 △3,241 

為替換算調整勘定 924 △2,027 

退職給付に係る調整額 1,212 1,713 

その他の包括利益合計 7,611 △3,555 

四半期包括利益 124,097 172,291 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 128,993 171,539 

非支配株主に係る四半期包括利益 △4,896 752 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年10月１日 

 至 平成27年３月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年10月１日 
 至 平成28年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 171,503 209,998 

減価償却費 110,279 104,263 

賞与引当金の増減額（△は減少） △8,601 △14,458 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △12,234 △12,892 

受取利息及び受取配当金 △79 △118 

支払利息 16,755 12,643 

為替差損益（△は益） △17,891 △4,602 

補助金収入 △22,333 △104,200 

固定資産売却損益（△は益） △597 14 

固定資産除却損 1,275 55 

売上債権の増減額（△は増加） △18,180 △52,804 

たな卸資産の増減額（△は増加） △56,918 △77,798 

仕入債務の増減額（△は減少） 17,138 21,544 

その他 △28,172 △43,599 

小計 151,942 38,046 

利息及び配当金の受取額 672 1,474 

利息の支払額 △14,341 △13,084 

法人税等の支払額 △771 △11,199 

法人税等の還付額 32,852 － 

補助金の受取額 － 1,400 

営業活動によるキャッシュ・フロー 170,354 16,638 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △0 △0 

有形固定資産の取得による支出 △42,074 △117,923 

有形固定資産の売却による収入 962 373 

補助金の受取額 385,023 33,339 

無形固定資産の取得による支出 － △897 

その他 △4,682 △14,148 

投資活動によるキャッシュ・フロー 339,228 △99,257 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △234,368 303,878 

長期借入金の返済による支出 △572,882 △66,544 

社債の償還による支出 △30,000 △180,000 

自己株式の取得による支出 △38 － 

自己株式の処分による収入 30,993 － 

配当金の支払額 △37,312 △38,135 

非支配株主からの払込みによる収入 － 4,900 

その他 △7,875 △6,866 

財務活動によるキャッシュ・フロー △851,483 17,231 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,514 △6,493 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △343,415 △71,881 

現金及び現金同等物の期首残高 1,172,961 639,608 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 829,546 ※ 567,727 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

  連結の範囲の重要な変更

  当第２四半期連結会計期間より、新たに設立した株式会社ＡＳＡＫＡ ＳＯＬＡＲを連結の範囲に含めてお

ります。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい 

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基 

準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業 

分離等会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に 

対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年 

度の費用として計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企 

業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連 

結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変 

更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるた 

め、前第２四半期連結累計期間及び前連結会年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替え 

を行っております。

当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない

子会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の

区分に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株

式の取得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」の区分に記載しております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び 

事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時 

点から将来にわたって適用しております。

なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

  （財務制限条項）

※  当第２四半期連結会計期間末の借入金のうち、シンジケート・ローン契約には、純資産及び経常利益が一定

金額以上であることを約する財務制限条項が付されております。

財務制限条項の対象となる借入金残高は次のとおりです。

 
前連結会計年度

（平成27年９月30日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年３月31日）

短期借入金 35,957千円 35,957千円

長期借入金 431,495 413,516

合計 467,453 449,474

 

（四半期連結損益計算書関係）

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は下記のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 

（自  平成26年10月１日 
  至  平成27年３月31日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成27年10月１日 

  至  平成28年３月31日） 

給与及び手当 172,348千円 174,571千円 

賞与引当金繰入額 34,651千円 30,558千円 

退職給付費用 5,989千円 5,834千円 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成26年10月１日
至  平成27年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成27年10月１日
至  平成28年３月31日）

現金及び預金 1,421,228千円 1,159,411千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△591,681千円 △591,682千円

現金及び現金同等物 829,546千円 567,729千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間（自  平成26年10月１日  至  平成27年３月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年12月19日

定時株主総会
普通株式 37,312 15 平成26年９月30日 平成26年12月22日 利益剰余金

 

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間（自  平成27年10月１日  至  平成28年３月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年12月18日

定時株主総会
普通株式 38,135 15 平成27年９月30日 平成27年12月21日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間（自  平成26年10月１日  至  平成27年３月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント その他 

（注）１ 
合計 

  貴金属事業 環境事業 計 

売上高          

外部顧客への売上高 4,084,208 398,902 4,483,111 32,107 4,515,218 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
- - - 67,239 67,239 

計 4,084,208 398,902 4,483,111 99,346 4,582,457 

セグメント利益 105,588 40,033 145,622 3,861 149,484 

（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、システム受託開発事業

及び運輸事業であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と一致しております。

 

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間（自  平成27年10月１日  至  平成28年３月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント その他 

（注）１ 
合計 

  貴金属事業 環境事業 計 

売上高          

外部顧客への売上高 3,535,181 329,535 3,864,717 51,240 3,915,957 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － 63,521 63,521 

計 3,535,181 329,535 3,864,717 114,762 3,979,479 

セグメント利益又は損失

（△） 
111,536 △15,498 96,038 9,830 105,868 

（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、システム受託開発事

業、分析事業及び運輸事業であります。

２ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の経常利益と一致しております。
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（デリバティブ取引関係）

対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、か

つ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

 

前連結会計年度（平成27年９月30日） 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

通貨 為替予約取引 19,625 △106 △106 

通貨 スワップ取引 187,960 24,578 24,578 

 

当第２四半期連結会計期間（平成28年３月31日） 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

通貨 為替予約取引 645 △2 △2 

通貨 スワップ取引 185,136 45,043 45,043 

 

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成26年10月１日
至  平成27年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成27年10月１日
至  平成28年３月31日）

（1）１株当たり四半期純利益金額 48円28銭 68円55銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
121,761 174,283

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
121,761 174,283

普通株式の期中平均株式数（千株） 2,521 2,542

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 47円97銭 68円27銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（千株） 16 10

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年５月６日

株式会社アサカ理研 

取締役会  御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 植村  文雄    印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 佐藤  武男    印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アサ

カ理研の平成２７年１０月１日から平成２８年９月３０日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２８年１

月１日から平成２８年３月３１日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２７年１０月１日から平成２８年３月３１日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アサカ理研及び連結子会社の平成２８年３月３１日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 東北財務局長

【提出日】 平成28年５月６日

【会社名】 株式会社アサカ理研

【英訳名】 Asaka Riken Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    山田  慶太 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 福島県郡山市田村町金屋字マセ口47番地

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長 山田慶太は、当社の第49期第２四半期（自平成28年１月１日  至平成28年３月31日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

特記すべき事項はありません。
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